
地 域 再 生 計 画 

 

１ 地域再生計画の名称 

 石鳥谷町「うるおいとやすらぎのある水辺環境」再生計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

 岩手県稗貫郡石鳥谷町 

 

３ 地域再生計画の区域 

 岩手県稗貫郡石鳥谷町の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

 石鳥谷町は、岩手県のほぼ中央部に位置し、人口 16,288 人（平成 17 年４月１日現在）、

面積 118.57 平方キロメートルで、町の中央部を流れる北上川、東を流れる稗貫川、西を

流れる葛丸川など多くの河川が流れ、これらの川は水質の良い川として、ホタルやカジ

カ等が生息したものである。 

 しかし、生活様式がかわるにしたがって、未処理の生活雑排水が身近な水路や河川へ

流入して汚濁の進行が著しく、ホタル等の水生昆虫及びカジカ等の淡水魚が少なくなっ

てしまった。 

 町は生活排水の適正処理を図るべく、平成４年度から町の中心部や人口密集地では公

共下水道事業を、周辺区域では浄化槽（個人設置型）事業を、平成５年度からは中心部

周辺の農村地域で農業集落排水事業を、平成 15 年度からは農業集落排水事業との連携事

業として浄化槽（市町村設置型）事業を展開し、平成 16 年度末の汚水処理人口普及率は、

52％にまで達したものの依然低迷している状況である。 

 このため、これらの汚水処理施設整備を一体的に促進し、身近な水路や河川の清流を

再生することにより、従来生息していたホタルやカジカ等を川に取り戻し、昔のような

子供が遊べる、「うるおいとやすらぎのある清らかな水辺環境」を復活させる。そして身

近な生き物とふれあう場づくりを進め、次世代を担う子供・若者が幼・少年期から環境

の大切さを学び、自然を守る意識（環境学習）を育む一助となす。 

 さらには、清流により再生された自然環境や、町の中心部を縦断する東北本線や国道

４号、隣接の花巻市の東北縦貫自動車道花巻 IC、東北新幹線新花巻駅、花巻空港など高

速交通体系に恵まれた利便性を活用し、「身近に田舎を感じられる場所」を提供してグリ

ーンツーリズムの実践や首都圏等の学生の受入れなどにより農業地域と都市との交流を

促進し、地域の活性化につなげる。 

グリーンツーリズム事業については、平成 12 年度から農協と連携して首都圏等の中

学・高校生を地元農家に受入れる「農村体験」を実施しているが、当面は、着実にこの

活動を継続し、受入れ生徒数を増加させ、都市と農村との交流を促進させることを目指

すものである。 



しかし、受入れ側である農家も、汲取り便所や、未処理雑排水の放流による水路の汚

れなど、都市住民（生徒）の受入れを躊躇する条件も少なくないのが現状である。 

汚水処理施設の整備が進めば、トイレの水洗化による生活環境の改善や、身近な水辺

環境の再生により、美しい農村景観（住み良いくらしと農村の原風景）が形成され、農

作業体験、農家民泊等による交流が尚一層促進されるものと考えられる。さらには交流

を通じて自らのふるさとの良さを再発見できる地域住民の活動へと発展が期待できる。 

以上のことから、これらの活動へとつなげるため、汚水処理施設整備の推進による「う

るおいとやすらぎのある水辺環境の再生」を計画し、農村地域の活性化を目指すもので

ある。 

 

（目標１）汚水処理施設の交付金による整備の促進（地域再生計画による汚水処理人口

普及率の増加は 18％。Ｈ16 末 52％から交付金分として 70％に向上） 

（目標２）田植えや稲刈作業等の「農村体験」による、都市・農村交流の実施（年間受

入れ生徒数 100 人程度の増加、延べ受入れ農家数 20 戸程度の増加を見込む） 

 

５ 目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

  公共下水道は、北上川上流流域下水道（花北処理区）の関連公共下水道として位置

付けられており、平成 4年度の事業着手以来、261ha（5,800 人）まで事業認可区域を

拡大し（平成 14 年 7月 22 日付け事業認可、目標年次平成 18 年度）、生活環境の改善

が急がれる町の中心地などの、都市計画用途指定地域や既存の住宅密集地等を先行し

て整備を進めてきた。今後は引続き好地・中寺林・八幡地区の整備を推進し、生活環

境の改善、都市河川の水質悪化の改善を図る。 

  一方、農業地域の環境整備対策を受持つ農業集落排水は、平成５年度から着手し 2

地区が完成、現在 3地区を事業実施中である。そのうち交付金事業として八幡・八日

市地区、八重畑地区を位置づけ管渠及び処理施設を整備し農業集落の生活環境の改善、

水路や河川の環境整備を推進する。 

  また、その他点在する家屋からの対策については、農業集落排水の周辺を同事業と

の連携事業として浄化槽（市町村設置型）事業で、加えてそれ以外の公共下水道事業

認可区域を除く町全域を対象にした浄化槽（個人設置型）事業で整備を推進する。 

  以上の「公共下水道」、「農業集落排水」、「浄化槽」の汚水処理 3施設で町内全域を

網羅し、相互に連携を図りつつ、目標達成に向け積極的に事業展開するとともに、    

都市と農村の交流により農村の再編と振興を図る目的で、平成 12 年度より着手した

グリーンツーリズム事業を推進し、石鳥谷町農業のなお一層の向上を期するため、農

業地域の生活環境改善の普及を積極的に取り組むものである。 

 

５－２ 法第 4章の特別の措置を適用して行う事業 

① 汚水処理施設整備交付金を活用する事業 



［事業主体］ 

      ・ 岩手県稗貫郡石鳥谷町 

［施設の種類］ 

・ 公共下水道、農業集落排水施設、浄化槽（市町村設置型）、浄化槽（個人設

置型） 

［事業区域］ 

・ 公共下水道       石鳥谷町好地、中寺林、八幡地区 

・ 農業集落排水施設    石鳥谷町八幡・八日市、八重畑地区 

・ 浄化槽（市町村設置型）  石鳥谷町富沢、大興寺、長谷堂、松林寺、北寺林、

南寺林、関口、八重畑、五大堂地区（但し農業集

落排水事業八幡・八日市地区及び八重畑地区で施

行する区域を除く） 

・ 浄化槽（個人設置型）   公共下水道、農業集落排水施設、浄化槽（市町村

設置型）整備区域以外の石鳥谷町全域 

 

［事業期間］ 

・公共下水道         平成 17 年度 ～ 18 年度 

・農業集落排水施設      平成 17 年度 ～ 20 年度 

・浄化槽（市町村設置型）   平成 18 年度 ～ 20 年度 

・浄化槽（個人設置型）    平成 17 年度 ～ 21 年度 

［事業費］ 

    ・公共下水道                  893,000 千円 

                  （うち、単独    200,000 千円） 

                  （うち、国費       346,500 千円）         

    ・農業集落排水施設                    2,662,826 千円 

                  （うち、単独       176,812 千円） 

                  （うち、国費     1,243,007 千円）          

・浄化槽（市町村設置型）            111,690 千円 

                  （うち、国費    37,230 千円）          

・浄化槽（個人設置型）             28,032 千円 

                  （うち、国費     9,344 千円） 

合 計                    3,695,548 千円 

（うち、単独    376,812 千円） 

                  （うち、国費    1,636,081 千円） 

［整備量］ 

・公共下水道        φ75 ～ 350    8,290 ｍ 

・農業集落排水施設     φ75 ～ 200    23,190 ｍ 

              処理場   ２ヶ所 



・浄化槽（市町村設置型）  ７人槽 102 基（平成 18 年度 30 基、平成 19

年度 53 基、平成 20 年度 19 基） 

・浄化槽（個人設置型）    ７人槽 64 基（平成 17 年度 4基、平成 18 年度

15 基、平成 19 年度 15基、平成 20年度 15 基、

平成 21 年度 15 基） 

     なお、各施設による新規の処理人口は下記のとおり。 

    ・公共下水道           730 人 

    ・農業集落排水施設       1,670 人 

・浄化槽（市町村設置型）     430 人 

・浄化槽（個人設置型）     245 人 

 

５－３ その他の事業 

  ・石鳥谷町グリーンツーリズム推進事業（H12～） 

    都市と農村との交流をはかるため、農村体験修学旅行（「農村体験」）の受入れ

実施、体験交流インストラクターの養成他。 

   

６ 計画期間 

平成 17 年度 ～ 21 年度 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

  計画終了後に、４に示す数値目標に照らし状況を評価し、公表する。また、必要に

応じて事業の内容の見直しを図るために、石鳥谷町汚水処理施設整備計画と照らし、

施設の整備状況について評価・検討を行う。 

 

８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

 該当なし 


